
  

 

 
- 1 - 

 

 

                                                                                               

2020 年 7 月 20 日・27 日合併号 

調査情報部  

今週以降の見通し 

先週の東京市場は、戻り歩調ながら、上値は抑えられた。米国市場が新型コロナワクチン開発進展を

好感して上昇すると、東京市場も追随した。だが、国内の新規感染者数は増加が続き、経済活動再開へ

の懸念が高まった。物色はこれまで日経平均の上昇を主導した半導体・電子部品関連株に利益確定売り

が続いた半面、銀行や不動産などバリュー系銘柄に見直し買いが入った。米国市場は新型コロナワクチン

開発での好結果を受けて、経済の正常化期待から堅調な展開となった。NASDAQ 指数は取引時間中の

史上最高値を更新したものの、その後は伸び悩んだ。為替市場でドル円は新規材料難から 1 ドル 107 円

を挟んでもみ合いとなった。ユーロ円は域内の景気動向を睨みつつ、円がやや弱含みとなり、1ユーロ122

円台を付けた。 

今週以降の東京市場は、様子見ムードが強い展開となろう。週末に 4 連休を挟むうえ、来週からは 4～

6 月期決算の発表が本格化する。米国株市場の動向を睨みつつ、底堅くも上値の重い展開が続こう。物

色は決算発表を控えて、業績回復期待が高い半導体関連などが改めて注目されよう。米国市場は国内の

感染状況や企業決算を睨みつつ、一進一退の動きとなろう。為替市場でドル円は米長期金利動向を睨み

つつ、1 ドル 107 円を中心としたもみ合いが続こう。ユーロ円はユーロ強含みの地合いが続き、1 ユーロ

122 円～123 円を中心とした動きとなろう。 

今週以降、国内では 20 日(月)に 6 月の貿易統計、21 日（火）に 6 月の消費者物価、31 日（金）に 6 月

の労働力調査、鉱工業生産、住宅着工が発表される。一方、海外では 23 日（木）に 6 月の米景気先行指

数、24 日（金）に 6月の米新築住宅販売、27 日（月）に 7月の独 IFO景況感指数、30 日（木）に 4～6月期

の米 GDP、31 日に 7 月の中国製造業 PMI が発表されるほか、28 日（火）、29 日（水）に米 FOMC が行わ

れる。 

テクニカル面で日経平均は、週足一目均衡表の抵抗帯上限を一時上回ったものの、押し戻された。一

方、日足一目均衡表では遅行スパンが日々線を上回り、25 日線が上昇に転じた。日足一目均衡表の転

換線（22625 円：17 日現在）や 25 日線（22437 円：同）を維持していれば、6 月 8 日高値（23178 円）を目

指す動きとなろう。一方、転換線や 25 日線を下回ると、基準線（22247 円：同）や週足一目均衡表の抵抗

帯下限(22172 円：同)などが意識されよう。(大谷 正之)  
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各種指数の推移 （Bloomberg データより証券ジャパン調査情報部が作成） 
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☆TOPIX500 採用で 7月第 3週に 26 週移動平均線を上回ってきた主な取組良好銘柄群 

 TOPIX は、週足で 7 月第 3 週に 13 週線と 26 週線のゴールデンクロスを形成したが、TOPIX500 採用銘柄

で見ると、2本の移動平均線の上位に位置する銘柄は、全体の 45％程度にとどまっている。下表には 7月第 3

週に26週線を上回ってきた主な銘柄群を掲載した。取組良好な銘柄も散見され、注目したい。  （野坂 晃一） 

投資のヒント 
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6622 ダイヘン  

20 年 3 月期業績は売上高が前年比 1.1％増の 1450.4 億円、営業利益が同 8.3％増の 90.6 億円となった。

半導体関連投資が回復基調に転じたものの、上期の停滞の影響が響いた。電力機器事業は配電網強化に

伴う投資の堅調に加え、タイの電力向け大型変圧器の販売増などにより、売上高は前期比 5.9％増、営業利

益は同 64.2％増と好調だった。一方、溶接メカトロ事業は国内で自動車関連投資が堅調だったほか、欧州で

の事業強化の成果から同 1.5％増となったものの、米中貿易摩擦の影響で中国市場の競争激化から営業利

益は同 10.8％減となった。また、半導体関連機器事業は投資回復に伴い受注は同 26.6％増と大きく伸びたが、

上半期までの投資停滞で売上高は同 8.5％減収、営業利益は同 17.2％減益となった。21 年 3 月期業績予想

は新型コロナウイルスの影響を考慮し、未定とした。5G 商用化に伴う半導体関連投資の増加が予想されるも

のの、新型コロナによる自動車関連投資の停滞が懸念されている。中期的には台風や地震など自然災害に

対する防災・減災意識の高まりにより、無電柱化などに向けた変圧器需要の拡大も見込まれ、半導体関連投

資の回復とともに、業績の持ち直しが見込まれよう。信用取り組み 0.88 倍。決算発表は 8 月 6 日予定。 

 

6845 アズビル 

20年 3月期業績は売上高が前年比 1.0％減の 2594.1億円、営業利益が同2.1％増の272.5億円となった。

ビルディングオートメーション(BA)事業では前年同期に大型サービス案件を計上した反動で受注高が同 0.7％

減となったものの、売上高は新築大型建物向けの分野が伸び、同 3.6％増となった。セグメント利益は増収と

採算改善に加え、前年同期に一時的費用の引き当てがあったことから、同 19.9％増となった。アドバンスオー

トメーション(AA)事業では、国内外での工作機械を含めた製造装置市場の低調で、受注高は同 6.5％減、売

上高も同 6.3％減となった。セグメント利益は収益性の向上が見られたものの、減収の影響で同 14.1％減とな

った。ライフオートメーション(LA)事業では、製薬・研究所向けのライフサイエンスエンジニアリング分野での受

注増を背景に同 2.1％増となったが、売上高は前年度の受注減が響き同 1.8％減となり、セグメント利益も同

9.4％減となった。続く 21 年 3 月期業績については、同社が社会インフラの安全維持に必要な事業を展開して

いることから一定の需要が見込まれるものの、新型コロナの影響の算定が難しいことから未定としている。だ

が、BA 事業では大型の再開発案件や大型建物の改修が見込まれるほか、AA 事業では高付加価値の製品

やサービスの提供により、高い収益力と成長を維持、向上していく。また、LA 事業ではエネルギー市場の需

要変化を捉え、新たな事業機会の創出に取り組んでいく考えだ。信用取り組み 0.16 倍。決算発表は 8月 6日

予定。 

 

6586 マキタ 

20 年 3 月期業績は売上収益が前年比 0.4％増の 4926.1 億円、営業利益が同 18.2％減の 640.4 億円とな

った。国内は人手不足に伴い高効率な充電式工具の需要が底堅く推移したほか、充電式の園芸用機器も好

調で、売上収益は同 9.3％増となった。欧州では円高による目減りはあったが、工具、園芸用機器とも好調に

推移した。ただ、第 4 四半期から新型コロナの影響が広がり、同 1.4％増にとどまった。北米では園芸用を含

めてリチウムイオンバッテリー製品の販売に注力したものの、競争激化に加え、円高や新型コロナの影響で

同 0.3％減収となった。アジアは中国経済減速の影響が見られた一方、インドでの販売は好調だったが、やは

り第 4 四半期から新型コロナの影響が出て、同 4.7％減と落ち込んだ。また、中南米も主要国の経済減速や

為替の円高で同 6.5％減収、オセアニアも住宅市場の低迷や新型コロナの影響から同 6.0％減収、さらに、中

近東アフリカは中東情勢の影響などから同 27.6％減と大きく落ち込んだ。続く 21 年 3 月の見通しは新型コロ

ナの影響で未公表となっている。足元、住宅着工は一時的に落ち込んでいるが、園芸需要の拡大やユーロを

参考銘柄 
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中心に円高修正の動きなど(欧州売り上げは全体の43％)が収益の下支えとなろう。信用取り組み0.38倍。決

算発表は 7 月 31 日予定。 

（大谷 正之） 

3906 ALBERT 

2020 年 12 月期通期の業績予想は、売上高が前期比 24.8%増の 29.0 億円、営業利益が前期比 53.0%増の

2.9 億円となっている。新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、データサイエンティスト育成支援の減少

やプロジェクト型サービスの一部案件の遅れが想定され、売上高で 2 億円から 2.5 億円程度の下押しが想定

されるものの、新卒採用の強化や外部パートナーとの連携によるデータサイエンティスト数の増加、重点顧客

との取引深耕による高水準の稼働率の維持などにより、増収増益を見込んでいる。引き続き「CATALYST 戦

略」に基づく資本業務提携を推進していくほか、提携先との共同プロダクト開発に伴うストック収益の拡大にも

取り組んでいく。なお、外部環境ではウィズコロナの世界においてあらゆる産業で DX 化が加速することが想

定され、5G、スマートファクトリー、フィンテック、自動運転などの産業化が進むことにより、データアナリティク

ス市場は中長期的にも高い成長が続いていくことが想定される。同社はデータサイエンティストの採用、育成

に強みを有していることから、国内でデータサイエンティストの不足が予想される中でも、2 桁成長が続く AI 関

連市場において、今後も市場成長率を上回る高い成長を実現していくものと思われる。また、「CATALYST 戦

略」の推進によるプロジェクト規模の拡大や提携先との共同プロダクトの開発によるストック収益の拡大により、

収益性の向上も期待されるものと思われる。遅延が発生している 2020 年 12 月期第 1 四半期の決算発表は

7月 22日を予定。                                                               （下田 広輝） 

 

6857 アドバンテスト  

台湾積体電路製造（TSMC）は、2020 年の売上高伸び率の見通しを上方修正した他、設備投資見通しも従

来の150～160億ドルから 160～170億ドルへ引き上げた。半導体需要の増加が背景にあるとみられ、半導体

製造装置の中期的な需要増加が期待されよう。決算発表は 7月 30 日予定。 

 

6594 日本電産  

広汽新能源汽車有限公司が 6 月に発売した新型 EV「Aion V」にトラクションモータシステム「E-Axle」が採

用（「Aion」シリーズで 3 車目の採用）された。同社は 2030 年までに EV 用駆動モータ市場で世界シェア 35％

を目指している。なお、決算発表は 7月 21 日予定。 

 

3382 セブン＆アイＨＤ 

第 1 四半期（3～5 月）は、新型コロナウイルスの影響で主に既存店売上高が低迷した百貨店や国内コンビ

ニ事業が苦戦、営業収益は前年同期比 12.8％減の 1 兆 3918 億円、営業利益は同 21％減の 713 億円と減

収減益となった。通期の業績見通しも公表し、営業収益は前年比 14.3％減の 5 兆 6920 億円、営業利益は同

24.1％減の 3220 億円を見込んでいる。会社計画の前提は国内コンビニが前年比±0％、7-Eleven,Inc.が同＋

0.4％、そごう・西武が同▲20.8％。ただ、国内コンビニは加盟店支援等が奏功しつつあり、6 月の既存店売上

高は前年比＋1％と回復（第 1 四半期は同▲4.6％と大きく落ち込んでいた）、同社の底力がみられた。 

 

4043 トクヤマ  

前期の営業利益は前年比 3％減の 343 億円。半導体向け多結晶シリコン、放熱材が顧客の在庫調整の影

響で出荷数量が減少した他、苛性ソーダが原料価格上昇と市況下落の影響を受けた。今期の営業利益は前
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年比 18％減の 280 億円を見込む。固定費負担等の影響が大きい（前年比▲104 億円）他、新型コロナウイル

スの影響なども織り込んだ。ただ、原料である国産ナフサ価格、石炭価格を保守的にみていること、半導体市

場の回復などで多結晶シリコン価格の回復が期待されるなどから、会社計画は保守的ではないかとみている。

決算発表は 7 月 28 日予定。 

 

6758 ソニー  

年末商戦に投入するとみられる次世代ゲーム「プレイステーション（PS)5」の生産台数を今年末までに当初

計画比で倍増するとブルームバーグが報じた。新型コロナウイルスによる家庭内でゲームの需要増加が背景

にありそうだ。競合各社も年末商戦で家庭用ゲーム機の販売増を見込んでいる。決算発表は 8月 4日予定。 

 

4996 クミアイ化学  

第 2 四半期（19 年 11 月～20 年 4 月）の売上高は前年同期比微減の 583 億円、営業利益は同 11.3％減

の 49.71 億円。化成品事業は製造業などで新型コロナウイルスの影響を受けたものの、主力である農薬・農

薬関連事業は食糧生産の必須資材ということもあって影響は限定的で、売上高、営業利益ともに会社計画を

上回った。通期の売上高は前年比 9.3％増の 1130 億円、営業利益は同 4.7％増の 80億円を見込む。「アクシ

ーブ」の年間売上高は大幅増収の 316 億円（前期 239 億円）を見込む。下期に 2021 年シーズン用の出荷が

開始される米国（50 億円以上の増収）などが大きく伸びそう。利益面では販管費の減少なども寄与する計画。

なお、バッタによる作物被害が広がりつつある影響について、同社はバッタ用の殺虫剤を販売しておらず、特

需はない模様（マイナスの影響もなさそう）。 

 

8174 日本瓦斯  

6月のガス販売量は5月に比べて回復。原料安メリットも期待され、今期も営業増益予想。決算発表は 7月

30 日予定。 

 

6501 日立製作所  

5 月 29 日に発表した今期会社計画の調整後営業利益は前年比で大幅減益の 3720 億円。新型コロナウイ

ルスの影響（▲3010 億円）を織り込んだ一方、ABB 社パワーグリッド事業の買収影響、日立オートモティブシ

ステムズとケーヒンなどホンダ系部品 3 社の経営統合による影響は織り込まれていなかった。第 1 四半期決

算以降、それらの影響に注目。決算発表は 7 月 30 日予定。 

（増田 克実） 

参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

７月２０日（月） 

６月１５、１６日の日銀金融政策決定会合議事要旨（８：５０） 

６月貿易統計（８：５０、財務省） 

６月民生用電子機器国内出荷（１４：００、ＪＥＩＴＡ） 

６月コンビニ売上高（１６：００、ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協） 

７月２１日（火） 

６月全国消費者物価（８：３０、総務省） 

６月百貨店売上高（１４：３０、日本百貨店協会） 

７月２２日（水） 

６月粗鋼生産（１４：００、鉄連） 

７月２３日（木）  

海の日 

７月２４日（金） 

スポーツの日 

７月２７日（月） 

１４、１５日の日銀金融政策決定会合「主な意見」（８：５０） 

５月全産業活動指数（１３：３０、経産省） 

５月景気動向指数改定値（１４：００、内閣府） 

大阪取引所、金融先物と商品先物を一体的に取扱い 

７月２８日（火） 

６月企業向けサービス価格 

７月２９日（水） 

特になし 

７月３０日（木） 

６月商業動態統計（８：５０、経産省） 

７月３１日（金） 

６月有効求人倍率・労働力調査（８：３０、厚労省） 

６月鉱工業生産・出荷・在庫（８：５０、経産省） 

７月消費動向調査（１４：００、内閣府） 

６月住宅着工・建設受注（１４：００、国交省） 

上場 Ｓｕｎ Ａｓｔｅｒｉｓｋ<4053>、 

日本情報クリエイト<4054>東Ｍ 

 

＜国内決算＞  

７月２１日（火） 

15:00～  【1Q】ディスコ<6146>、日本電産<6594> 
【3Q】マクアケ<4479> 

16:00～  【1Q】富士通ゼ<6755> 

７月２２日（水） 

12:00～  【1Q】ジャフコ<8595> 
14:00～  【1Q】ＯＢＣ<4733> 
15:00～  【1Q】オービック<4684>、東製鉄<5423>、航空電子<6807>、ネットワン<7518> 

【3Q】サイバエジェ<4751> 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合がありますので、ご注意ください） 
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７月２７日（月） 

13:00～  【1Q】ニフコ<7988> 
15:00～  【1Q】マクニカ富エレ<3132>、栄研化<4549>、ＭＡＲＵＷＡ<5344>、弁護コム<6027>、 

日立建機<6305>、アマノ<6436>、スタンレー<6923>、三菱自<7211>、信越ポリマ<7970> 
【2Q】キヤノンＭＪ<8060> 

16:00～  【1Q】コーエーテクモ<3635>、日東電工<6988>、エクセディ<7278> 
【2Q】中外薬<4519> 

17:00～  【3Q】インソース<6200> 

７月２８日（火） 

9:00～  【1Q】トクヤマ<4043> 
13:00～  【1Q】ＨＯＹＡ<7741>、四国電<9507> 
15:00～  【1Q】日清粉Ｇ<2002>、信越化<4063>、オムロン<6645>、 

ファナック<6954>、新光電工<6967>、東エレク<8035>、コメリ<8218> 
【2Q】ＡＬＳ ＨＤ<3085>、シマノ<7309>、キヤノン<7751> 

16:00～  【1Q】大同特鋼<5471>、小糸製<7276> 
17:00～  【1Q】日立金<5486>、日産自<7201>、日産車体<7222> 
時間未定 【1Q】ＡＢＣマート<2670>、合同鉄<5410>、吉野家ＨＤ<9861> 

７月２９日（水） 

11:00～  【2Q】ヒューリック<3003> 
12:00～  【1Q】ＪＰＸ<8697> 
14:00～  【1Q】芙蓉リース<8424>、東京ガス<9531> 
15:00～  【1Q】エムスリー<2413>、ぐるなび<2440>、ミツコシイセタン<3099>、野村不ＨＤ<3231>、ＮＲＩ<4307>、 

横河ブＨＤ<5911>、日精工<6471>、山洋電<6516>、ショーワ<7274>、スクリン<7735>、 
日野自<7205>、スクリン<7735>、Ｈ２Ｏリテイル<8242>、ＰＡＬＴＡＣ<8283>、野村<8604>、 
ＡＮＡ<9202>、北陸電<9505>、ピーシーエー<9629> 
【2Q】カゴメ<2811>、ＧＭＯペパ<3633>、花王<4452> 

16:00～  【1Q】三井住友<8316>、ゼンリン<9474>、東電力ＨＤ<9501> 

７月３０日（木） 

11:00～  【1Q】大東建託<1878>、ＮＥＳＩＣ<1973>、東邦ガス<9533>、メイテック<9744> 
13:00～  【1Q】積水化<4204>、ツガミ<6101>、三菱電<6503> 
14:00～  【1Q】オルガノ<6368>、東海理化<6995>、相鉄ＨＤ<9003>、山九<9065> 
15:00～  【1Q】きんでん<1944>、日本Ｍ＆Ａ<2127>、ＳＭＳ<2175>、寿スピリッツ<2222>、カルビー<2229>、 

ＮＳＳＯＬ<2327>、味の素<2802>、大陽日酸<4091>、ＪＳＲ<4185>、大日住薬<4506>、東映アニメ<4816>、 
コニカミノルタ<4902>、マンダム<4917>、冶金工<5480>、東邦チタ<5727>、芝浦機械<6104>、コマツ<6301>、 
富士電機<6504>、ＯＫＩ<6703>、パナソニック<6752>、アンリツ<6754>、ＴＤＫ<6762>、マクセルＨＤ<6810>、 
アドバンテス<6857>、京セラ<6971>、日ガス<8174>、平和不<8803>、東武<9001>、ＪＲ東日本<9020>、 
日立物流<9086>、東北電<9506>、北海電<9509>、大阪ガス<9532>、王将フード<9936> 
【2Q】協和キリン<4151>、アンジェス<4563>、ポーラオルＨＤ<4927>、小林製薬<4967>、日電硝<5214> 
【3Q】セプテーニＨＤ<4293> 

16:00～  【1Q】システナ<2317>、ベネワン<2412>、ＪＣＲファーマ<4552>、ＯＬＣ<4661>、日立<6501>、ミスミＧ<9962> 
17:00～  【2Q】Ｖコマース<2491> 
時間未定 【1Q】ＺＯＺＯ<3092>、三住トラスト<8309>、ＳＢＩ<8473> 

７月３１日（金） 

11:00～  【1Q】三和ＨＤ<5929>、豊田織<6201>、デンソー<6902>、東海東京<8616> 
12:00～  【1Q】東洋水産<2875>、ＬＩＸＬビバ<3564>、ゼオン<4205>、インフォコム<4348>、塩野義<4507>、 

小野薬<4528>、ＩＲＪ ＨＤ<6035> 
13:00～  【1Q】清水建<1803>、関電工<1942>、日ハム<2282>、ダイセル<4202>、第一三共<4568>、 

ジェイテクト<6473>、アイシン<7259>、三井物<8031>、小田急<9007>、日通<9062>、商船三井<9104> 

  

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合がありますので、ご注意ください） 
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14:00～  【1Q】ヤクルト<2267>、プリマハム<2281>、ＡＬＳＯＫ<2331>、トヨタ紡織<3116>、三洋化成<4471>、 
豊田合<7282>、南海電<9044> 

15:00～  【1Q】九電工<1959>、エディオン<2730>、セリア<2782>、ココカラファイン<3098>、テクマト<3762>、 
コムチュア<3844>、アカツキ<3932>、アイカ<4206>、宇部興<4208>、武田<4502>、Ｚ ＨＤ<4689>、 
コーセー<4922>、ＴＯＴＯ<5332>、ガイシ<5333>、山陽特鋼<5481>、住友電<5802>、昭電線ＨＤ<5805>、 
オークマ<6103>、牧野フライス<6135>、住友重<6302>、タダノ<6395>、明電舎<6508>、マキタ<6586>、 
日新電<6641>、ＮＥＣ<6701>、エプソン<6724>、アルプスアル<6770>、メガチップス<6875>、 
ウシオ電<6925>、カシオ<6952>、ローム<6963>、村田製<6981>、ＴＳテック<7313>、メディパル<7459>、 
トプコン<7732>、エフピコ<7947>、新生銀<8303>、みずほＦＧ<8411>、オリコ<8585>、大和証Ｇ<8601>、 
京成<9009>、ＪＲ西日本<9021>、ヤマトＨＤ<9064>、ＳＧＨＤ<9143>、三菱倉<9301>、日テレＨＤ<9404>、 
ＫＤＤＩ<9433>、中部電<9502>、関西電<9503>、中国電<9504>、九州電<9508>、沖縄電<9511>、 
メタウォーター<9551>、ＳＣＳＫ<9719>、オートバックス<9832> 

15:00～  【2Q】インフォマート<2492>、ＹＫＴ<2693>、ＪＴ<2914>、ＭｏｎｏｔａＲＯ<3064>、ＡＧＣ<5201>、 
ＪＩＡ<7172>、東競馬<9672> 

16:00～  【1Q】デジアーツ<2326>、日食品<2892>、セ硝子<4044>、日化薬<4272>、洋缶ＨＤ<5901>、 
椿本チエイン<6371>、キーエンス<6861>、新明和<7224>、アズワン<7476>、豊田通商<8015>、 
りそなＨＤ<8308>、ＪＲ東海<9022>、ミロク情報<9928> 
【2Q】ナブテスコ<6268> 
【3Q】ＦＰＧ<7148> 

時間未定 【1Q】ＮＴＮ<6472>、兼松<8020>、あおぞら<8304> 
【2Q】アウトソシング<2427> 

 

＜海外スケジュール・現地時間＞ 

７月２０日（月） 

独 ６月生産者物価 

欧 ５月ユーロ圏国際収支 

休場 コロンビア（独立記念日） 

７月２１日（火） 

米 ６月シカゴ連銀全米活動指数 

７月２２日（水） 

米 ６月中古住宅販売 

Ｇ２０デジタル経済相会合（２３日まで、テレビ会議） 

７月２３日（木）  

米 ６月景気先行指数 

７月２４日（金） 

欧 ７月ユーロ圏ＰＭＩ 

米 ７月ＰＭＩ 

米 ６月新築住宅販売 

ＥＵ財務相理事会（ブリュッセル） 

７月２７日（月） 

欧 ６月ユーロ圏Ｍ３ 

独 ７月ＩＦＯ景況感指数 

米 ６月耐久財受注 

 

  

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合がありますので、ご注意ください） 
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７月２８日（火） 

ＦＯＭＣ（２９日まで） 

米 ５月Ｓ＆Ｐケース・シラー住宅価格 

米 ７月消費者景気信頼感 

休場 タイ（国王誕生日） 

アジアインフラ投資銀行（ＡＩＩＢ）年次総会 

７月２９日（水） 

ＦＯＭＣ最終日、パウエルＦＲＢ議長会見 

７月３０日（木） 

独 ４～６月期ＧＤＰ 

独 ７月雇用統計 

ＥＣＢ経済報告 

欧 ６月ユーロ圏失業率 

欧 ７月ユーロ圏景況感指数（ＥＳＩ） 

米 ４～６月期ＧＤＰ 

７月３１日（金） 

中 ７月製造業・非製造業ＰＭＩ（国家統計局） 

独 ６月小売売上高 

欧 ４～６月期ユーロ圏ＧＤＰ 

欧 ７月ユーロ圏消費者物価 

米 ６月個人消費支出（ＰＣＥ）物価 

米 ４～６月期雇用コスト指数 

米 ７月シカゴ景況指数 

休場 シンガポール、マレーシア、インドネシア、 

トルコ（犠牲祭） 

 
＜海外決算＞  
７月２０日（月） 
ハリバートン、ＩＢＭ 

７月２１日（火） 
コカ・コーラ、インテューイティブ・サージカル、ＴＩ、アイロボット、ノバルティス 

７月２２日（水） 
サーモ・フィッシャー、ナスダック、チェック・ポイント、バイオジェン、アライン、テスラ、マイクロソフト、 
ラスベガス・サンズ 

７月２３日（木）  
ツイッター、ダウ、トラベラーズ、インテル、ダイムラー、ＡＴ＆Ｔ 

７月２４日（金） 
アメックス、ベライゾン 

７月２８日（火） 
ファイザー、レイセオン、３Ｍ、マクドナルド、アカマイ、スターバックス、ビザ、イーベイ、ファイア・アイ、 
コーニング、ＡＭＤ 

７月２９日（水） 
スポティファイ、ＧＥ、ＧＭ、サービスナウ、フェイスブック、ペイパル、クアルコム、コグニサント、ボーイング 

７月３０日（木） 
ニューモント、バクスター、Ｐ＆Ｇ、アップル、ＥＡ、マスターカード、アルファベット、フォード 

７月３１日（金） 
エクソン、キャタピラー、チャーター、シェブロン、メルク 

（東 瑞輝）  

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合がありますので、ご注意ください） 
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投資にあたっての注意事項 
●手数料について 
○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大
1.2650％（税込）（但し、最低 2,750 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ
ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100 万円以下の場合は１取引につき
550 円（税込）、1 取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1 取引につき 1,100 円（税込）の委託手数料をご
負担いただきます。「1日定額コース」においては、1日の約定代金 300 万円ごとに 1,650 円（税込）の委託
手数料をご負担いただきます。 
募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 
※1 日定額コースは、取引回数（注 1）が 30 回以上の場合、現行の手数料に加えて 22,000 円（税込）の追
加手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 
 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1回の注文となります。 
○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用
を加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.3200％(税込)の取次手数料をご負担い
ただきます。外国株式等の取引に係る現地諸費用の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定さ
れますので、その金額をあらかじめ記載することはできません。 

○外国株式等の国内店頭取引を行う場合、お客様の購入及び売却の取引価格を当社が提示します。国内店頭
取引の取引価格は、主たる取引所の直近の出会値・気配値を基準に、合理的かつ適正な方法で算出した社内
基準価格を仲値として、原則として、仲値に３％を加えた価格を販売価格（お客様の購入単価）、２％を減
じた価格を買い取り価格（お客様の売却単価）としています。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の
みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費をご負担いただきます。 
○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて
当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 
○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に
おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ
30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うこと
ができることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 
外国株式の場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。外国株式等の中には、金融商
品取引法に基づく企業内容等の開示が行われていない銘柄 があります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 
外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の
損失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等
書面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読み下さい。これら目論見書等、資料の
ご請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 
●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもの
ではありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに
当社の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変
更することがあります。 
2020 年 7 月 17 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており
ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 
商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 
加入協会：日本証券業協会 
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